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「高校を核とした地方創生」の流れはここに来て加速しており、海士町をはじめとする

島前地域でも大学卒業後に地元で就職するという事例も見られるようになりました。国と

しても、教育再生実行会議においても高校改革が議論されており、「高校を核とした地方

創生」が重要なテーマとして上がっているものと認識しております。 

一方で、「高校を核とした地方創生」を単なる先行事例やモデル例で終わらせてはなり

ません。国の支援についてもモデル事業を推進するだけではなく、いかに好事例を横展開

（スケールアウト）させるかという部分にもさらに注力いただきたいです。

現在、コーディネーターの職務内容は多岐に渡ります。（別添資料参照）雇用に際して

は、地域おこし協力隊等の財源が活用されていますが、職務の内容に対して十分な雇用条

件が整っているとは言えません。こうした部分を国が財政的にも支援することで、地方創

生の担い手であるコーディネーターの質を担保し、全国に広げていくことができると考え

ています。 

合わせて、配置するための費用だけでなく、育成する仕組みも必要です。現在、島根大

学と海士町が連携して学校×地域をつなぐコーディネーターの養成をおこなっています

が、このような取組みをより広く行っていくことが、コーディネーターの質を向上させる

上でも不可欠です。 

その上で、これらを更に持続可能なものにしていくためには、コーディネーターの枠に

とらわれずに、教員養成との連携も考えられます。これからの時代、コーディネーターの

みならず、教員についても、地域の魅力や地域人材を学校教育とつなげる力は必要になっ

てくると考えます。 

また、横展開に欠かせないのが、評価の見える化です。コーディネーターに必要な資質

能力や生徒に身につけさせたい力、地域へのインパクトなどを見える化することで、勘や

経験に頼ることなく、PDCAを回すことができます。これについても、まだ試行段階ではあ

るものの、島根県で取組が始まっています。 

そして、これらモデル例の点と点をつないで、ノウハウを共有する仕組みづくりが最後

の肝となります。国がガイドラインなどで示すのではなく、地域同士の横のネットワーク

を作り上げていく。これこそが地方創生ではないでしょうか。教育に限らず、地方創生は

点では非常に魅力的な取組が生まれており、国の役割としては、単にモデル事業を支援す

るだけではなく、人づくり、評価づくり、ネットワークづくりを通して先進事例が横展開

していく構造を作り上げていくことこそが求められていると考えます。 

地方創生をさらに加速させていく観点から、ぜひ、国としてのさらなる仕掛けに積極的

に取り組んでいただきたいです。 
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